
令和６年度行政評価　施策評価票

主管部局・課 財務部・公共施設管理課

目指す姿

適切な公共施設の環境のもと、最適な公共サービスが提供されているまち

施策

施策番号
名称

施策の内容

施策１

公共施設マネジメントの推進

施策２

市有財産の利活用

１　政策分野の進捗状況
重要業績評価指標の達成状況

指標名 単位 説明又は計算式

1

市有建築物の耐震化率 ％ 耐震性能有建築物／（防災上重要建築物＋特定建築物）

年度 令和５年度令和６年度令和７年度 最終目標 検証

目標

実績 ―

政策目標５．豊かで魅力ある地域づくり/政策１０．社会の変化に対応した行財政運営

政策分野40　公共施設

関連するSDGs17のゴール

　すべての公共施設等を対象として、その現状、利用状況等について市民との情報共有を図
り、それらの維持や有効活用などについて検討を進めます。また、安全で適切な環境を持っ
た施設の管理運営と財政負担の低減・平準化といった総合的かつ計画的なマネジメントを進
め、社会状況の変化に応じた適切な施設サービスを提供します。

 土地や建物などの市有財産が持つ経済性を最大限発揮するよう、適正管理と有効活用を進め
ます。

95％以上 95％以上 95％以上
95％

安心・安全な公共施設サービスの提供を目指し
、計画的に市有建築物の耐震化を進めていく必
要がある。93.8％ 94.3％



２　施策の評価
施策１ 公共施設マネジメントの推進

取組状況

今年度の
重点方針
（方向性）

　すべての公共施設等を対象として、その現状、利用状況等について市民との情報共有を図
り、それらの維持や有効活用などについて検討を進めます。また、安全で適切な施設の管理
運営や財政負担の低減・平準化といった総合的かつ計画的なマネジメントを進め、社会状況
の変化に応じた施設サービスを提供します。

【１】「公共施設等総合管理計画」等の策定
・公共施設マネジメントを推進するにあたり、平成28年度に「公共施設等総合管理計画」を
策定し、全ての公共施設等の総合的かつ計画的な整備や管理、有効活用などの方向性を示し
ている。
・また、平成30年度に策定した「公共施設保全計画」や、令和３年度に策定した「公共施設
再編プラン」を実施計画として位置づけ、施設・機能の将来のあり方や各施設の整備の考え
方、改修・更新の予定等を示している。
【２】公共施設マネジメントの推進体制
・「公共施設等総合管理推進本部（部長級）」を中心とする全庁的な体制のもと、ＰＤＣＡ
サイクルを踏まえた総合的な公共施設等のマネジメントを推進している。
・また、推進本部の下部組織である「公共施設等総合管理推進会議（副部長級）」が主体と
なり、長期的視点で「施設評価」を作成し、その結果に基づき、施設再編の検討や、総合調
整、計画保全までを総合的かつ計画的に推進している。
【３】施設再編、利活用の取組
　平成30年度から、湊、北会津、河東の３地区において、大学等関係機関と連携しながら、
地域活動の拠点となる施設・機能の再編を検討するため、地域組織を主体とした住民ワーク
ショップを開催するなど、地域別の施設再編に向けた取組を進めている。また、令和３年度
からは、地域課題の解決や地域活性化につながる公共施設の利活用等を推進するため、市民
公益活動団体とともに行仁地区等においても、施設再編に向けた取組を進めている。
【４】公共施設の長寿命化・耐震化の推進
　建物系公共施設の長寿命化や耐震化、ユニバーサルデザインへの対応を進めており施設の
安全性や機能性の確保と利便性の向上を図っている。

課題認識と
今後の方針
・改善点

■課題認識
【１】「公共施設等総合管理計画」の推計データによると、施設の多くは老朽化が進んでお
り、予防型の計画的な維持保全に加え、維持整備コストの縮減や平準化、施設・機能の再
編、管理運営方法の改善等による施設総量の見直しが必要な状況である。
【２】大規模地震時に防災・救護活動の拠点となる施設は早期の耐震化が求められている。
【３】施設総量の最適化やより良い公共施設サービスのあり方について検討するにあたり、
施設の利用者や地域住民とともに、地域や施設の現状、将来像などを共有する必要がある。
【４】効率的で効果的な施設整備や維持管理等を進め、財政負担の低減、平準化へ取り組む
ため、民間事業者の資金やノウハウ等を活用するPPP/PFI手法の導入を推進する必要がある。
【５】工事の良好な品質や出来形を確保する必要があることから、適切な工事監理を実施す
る必要がある。
■今後の方針・改善点
【１】「公共施設等総合管理計画」に基づくマネジメントの推進
・施設再編の実施計画である「公共施設再編プラン」に基づき、用途別や地域別での施設総
量の最適化や更なる有効活用に向けた取組を進める。
・施設を計画的かつ適切に維持管理していくため、予防型の計画的な維持保全、ライフサイ
クルコストの低減などに加えて技術的視点を踏まえた取組を進め、施設カルテや施設データ
の分析等に業務システムを活用し、より効率的・効果的な業務の推進を図る。
・「公共施設等総合管理計画」並びに、「公共施設保全計画」及び「公共施設再編プラン」
については、令和８年度をもって計画期間が終了となるので、今後も限られた財源の中で、
公共施設等の維持管理や公共サービスの提供を適切に行っていく必要があることから、地域
や施設の現状等を適切に把握しながら、計画見直しを図っていく。
【２】市民との情報共有・参画の推進
・「施設カルテ」の公表を通じ、市民と公共施設の現状について情報を共有し、市ＨＰや
ワークショップ等の開催により、公共施設マネジメントの考え方について継続的に周知を
図っていく。
・施設再編等の検討にあたっては、計画の検討段階から、地域住民や関係機関等の参画を得
て、将来のまちづくりを踏まえた施設のあり方や管理運営方法について検討していく。
・行仁地区と門田地区においては、令和３・４年度に開催した「未来につなげる地域の活動
拠点づくり事業」の成果を基に、地域住民と協働しながら、地域課題解決につながる公共施
設の有効活用等を推進していく。
【３】官民連携（PPP/PFI）手法の導入推進
・公共施設等の整備や複合化、維持管理等において、「優先的検討規程」に基づき従来型手
法に優先してPPP/PFI手法の導入を検討し、施設の有効活用や効率的で最適な公共サービスの
提供を図る。
【４】公共施設の維持保全の適正化
・施設の改修・更新にあたっては、コスト縮減や費用対効果を検証し、財政負担の低減・平
準化を図りながら施設の維持保全の適正化に取り組んでいく。
・引き続き、技術職員の専門的な視点からの適切な工事監理を実施していくとともに、市民
の共有財産である公共施設の品質を確保する。



施策２ 市有財産の利活用

取組状況

３　関連する政策分野と事務事業
政策分野 事務事業名 担当部・課名

42-1 健全な財政運営 財務部　財政課

４　施策の最終評価

今年度の重
点方針
（方向性）

土地や建物などの市有財産が持つ経済性を最大限発揮するよう、適正管理と有効活用を進め
ます。

　市有財産管理については、平成24年２月に「市有財産利活用基本方針」を策定し、未利用
財産の公平、公正で透明性のある利活用の推進を図ってきた。

課題認識と
今後の方針
・改善点

　市有財産の更なる利活用に向けて、未利用財産の状況把握及び境界確認等の条件整備を行
いながら、公共施設マネジメントの取組とも連携し、売却等の有効活用を進めることが必要
である。
　また、市有財産（普通財産）の立木や構造物等の適正な維持管理が求められている。今後
も、「市有財産利活用基本方針」に基づき、必要に応じて個別案件ごとの利活用方針を決定
し、未利用財産の解消、有効活用を図る。あわせて、公共施設マネジメントの取組と連携し
ながら、市有財産の更なる利活用に努める。

・政策分野40「公共施設」の推進にあたっては、「２　施策の評価」に従い取り組むこと。

・施策１「公共施設マネジメントの推進」については、「公共施設再編プラン」に基づき、地区別や用途
別に施設総量の最適化や有効活用に向けた取組を進めるとともに、施設の計画的かつ適切な維持管理に向
け、業務システムを活用することで、より効率的・効果的に推進していく。また、「公共施設等総合管理
計画」等の計画期間が令和８年度で終了することから、地域や施設の現状等を適切に把握しながら計画の
見直しを進めるとともに、公共施設の整備や複合化、維持管理等に際しては、「優先的検討規程」に基づ
き、従来型手法に優先してＰＰＰ/ＰＦＩ手法の導入を推進していく。
・施策２「市有財産の利活用」については、「市有財産利活用基本方針」に基づき、必要に応じて個別案
件ごとの利活用方針を決定し、未利用財産の有効活用を図っていく。



５　事務事業一覧

番号 事務事業名 担当部・課

1 ◎ 基本目標３ 11.3 公共施設マネジメントの推進 継続 財務部　公共施設管理課

2 ◎ 13.1 公共施設の設計積算及び発注・工事監理事務 継続 財務部　公共施設管理課

施策２　市有財産の利活用

1 ◎ 市有財産管理事務 継続 総務部　総務課

2 追手町第二庁舎暫定利活用 継続 総務部　総務課

ロジック
モデル

重点事
業

人口減
少対策
※

SDGs
ターゲ
ット

次年
度方
針

施策１　公共施設マネジメントの推進

※人口減少対策に資する事業を「第３期　会津若松市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の４つの基本目
標に位置付けた取組を記載しています。
基本目標１　既存産業・資源を活用した魅力的なしごとづくり
基本目標２　地域の個性を活かした新たな人の流れの創出
基本目標３　生活の利便性を実感できる安全・安心なまちづくり
基本目標４　結婚・出産・子育て支援と教育環境の整備



施策１　公共施設マネジメント

1

事業名 公共施設マネジメントの推進 法定／自主 自主

担当部・課 財務部・公共施設管理課 次年度方針 継続

事業費 1,316 1,500

所要一般財源 1,316 1,500

概算人件費 11,317 11,453

2

事業名 公共施設の設計積算及び発注・工事監理事務 法定／自主 自主

担当部・課 財務部・公共施設管理課 次年度方針 継続

事業費 4,700 3,736

所要一般財源 4,700 3,736

概算人件費 120,707 122,158

概要
(目的と内容)

　「公共施設等総合管理計画」に基づき、本市
が所有・管理する全ての公共施設等の現状を総
括的かつ横断的に把握・分析したうえで、公共
施設等の適正な配置や長寿命化、効果的・効率
的な管理運営を進める。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

・令和３年度に「公共施設再編プラン」を策定し、用途別及び地域別での施設・機能
の将来のあり方や各施設の整備の考え方、改修・更新の予定等を示すとともに、再編
プランに合わせて「公共施設等総合管理計画」と「公共施設保全計画」を改定した。
・湊、北会津、河東地区において、地域活動の拠点となる施設や地域別の施設再編に
向けた取組を進めており、令和３年度から行仁地区等においてもワークショップ等を
開催し、小学校施設の有効活用の実現など、地域の課題解決に取り組んでいる。

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

・施設の多くは老朽化が進んでおり、予防型の計画的な維持保全に加え、維持整備コ
ストの縮減や平準化、施設・機能の再編、管理運営方法の改善等による総量の見直し
が必要な状況である。
・施設総量の最適化や更なる有効活用、施設の長寿命化や市民サービスの向上を進め
るとともに、施設再編等にあたっては、施設のあり方や利活用等を検討し、令和９年
度に向けて計画の見直しを図っていく。また、官民連携手法の導入推進に向けた取組
等を進めていく。

概要
(目的と内容)

「公共施設保全計画」と「公共施設再編プラ
ン」による建物系公共施設の維持整備の実施計
画を踏まえ、適切な設計・工事監理を通じて、
維持整備コストの適正化と利用者の安全性や利
便性の向上を図る。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

・建物系公共施設の建築・設備改修による長寿命化や耐震補強による耐震化、ユニ
バーサルデザインへの対応を進めてきており、施設の安全性や機能性の確保と利便性
の向上を図っている。

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

・大規模地震時に防災活動等の拠点となる施設の耐震化が求められている。また地球
温暖化対策として施設の省エネルギー化や再生可能エネルギーの導入が必要である。
・施設の改修・更新では、コスト縮減や費用対効果を検証し財政負担の低減・平準化
を図りながら施設の適切な維持保全に取り組んでいくとともに、将来の施設整備や管
理運営について、官民連携手法の導入に向け検討を進める。また、技術職員の専門的
な視点からの適切な工事監理を実施することで、公共施設の品質を確保する。



施策２　市有財産の管理

1

事業名 市有財産管理事務 法定／自主 自主

担当部・課 総務部・総務課 次年度方針 継続

事業費 7,193 6,337

所要一般財源 7,193 6,337

概算人件費 13,641 13,641

2

事業名 追手町第二庁舎暫定利活用 法定／自主 自主

担当部・課 総務部・総務課 次年度方針 継続

事業費 4,800 4,800

所要一般財源 4,800 4,800

概算人件費 2,632 2,632

概要
(目的と内容)

  土地や建物などの市有財産が持つ経済性を最
大限発揮するよう、適正管理と有効活用を進め
る。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

  市有財産管理については、平成24年２月に「市有財産利活用基本方針」を策定し、
未利用財産の公平、公正で透明性のある利活用の推進を図ってきた。

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

  市有財産の更なる利活用に向けて、未利用財産の状況把握及び境界確認等の条件整
備を行いながら、売却等の有効活用を進める。また、市有財産の立木や構造物等の適
正な維持管理が求められている。今後も、「市有財産利活用基本方針」に基づき、個
別案件ごとの利活用方針を決定し、未利用財産の解消、有効活用を図る。あわせて、
公共施設マネジメントの取組と連携するとともに、市有財産に混在する旧法定外公共
物等を取得することによる市有財産の更なる利活用に努める。

概要
(目的と内容)

　新庁舎供用開始後における追手町第二庁舎の
仮庁舎としての活用終了後の暫定的な利活用の
あり方について、検討していく。

財務内容
単位(千円)

令和６年度
（予算）

令和７年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

　平成19年10月に県から譲渡を受けた旧校舎については、平成19年度から中央公民館
代替施設や選挙管理委員会事務局等として、平成23年４月からは大熊町役場会津若松
出張所として利用してきた。令和２年６月からは、新型コロナウイルス感染症防止対
策として、サテライトオフィスとして利用してきた。令和４年５月からは、庁舎整備
に伴う追手町第二庁舎として使用している。（令和７年５月までの予定）
　グラウンドについては、イベント時や観光繁忙期の臨時駐車場として利用してお
り、この利用に加え、令和４年５月からは仮庁舎における職員駐車場等としても使用
している。

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

　新庁舎供用開始により仮庁舎としての利用は終了するが、今後の追手町第二庁舎の
暫定的な利活用のあり方について、検討していく。


	施策評価票
	事務事業一覧表
	【施策1】事務事業評価
	【施策2】事務事業評価

